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内部部局の順番は変えました。　

厚 生 労 働 省 厚生労働相・副大臣・大臣政務官・事務次官
（52,000人）

【　主な局　】 【　役　割　】
内 部 部 局

（3,000人） 大 臣 官 房・・・・・・・・・・法令の改廃や予算編成など
 人事課，総務課，会計課，地方課，
 国際課，厚生科学課

統 計 情 報 部  企画課，人口動態・保健統計課，社会統計課，
 雇用統計課，賃金福祉統計課

医 政 局・・・・・・・・・・安全な医療体制の整備
 総務課，指導課，医事課，歯科保健課，看護課，
 経済課，研究開発振興課，国立病院課

保 険 局・・・・・・・・・・医療保険の整備
 総務課，保険課，国民健康保険課，高齢者医療課，
 医療課，調査課

老 健 局・・・・・・・・・・介護保険の整備
 総務課，介護保険課，計画課，振興課，老人保健課

医 薬 食 品 局・・・・・・・・・・新薬や医療機器の承認審査，安全対策
 総務課，審査管理課，安全対策課，
 監視指導・麻薬対策課，血液対策課

食 品 安 全 部  企画情報課，基準審査課，監視安全課

社 会 ・ 援 助 局・・・・・・・・・・生活保護，福祉を担う人材確保
 総務課,保護課,地域福祉課,福祉基盤課，援護企画課，
 援護課，業務課

障害保健福 祉部  企画課，障害福祉課，精神・障害保健課

健 康 局・・・・・・・・・・公衆衛生の向上や健康増進
 総務課，疾病対策課，結核感染症課，生活衛生課，
 水道課

年 金 局・・・・・・・・・・公的年金制度の企画立案
 総務課，年金課，国際年金課，
 企業年金国民年金基金課，数理課
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労 働 基 準 局・・・・・・・・・・労働条件の確保・改善
 総務課，監督課，労働保険徴収課

安 全 衛 生 部  計画課，安全課，労働衛生課，化学物質対策課

労 災 補 償 郡  労災管理課，補償課，労災保険業務室

勤 労 者 生 活 部  企画課，勤労者生活課

職 業 安 定 局・・・・・・・・・・雇用対策の推進
 総務課，雇用政策課，雇用開発課，雇用保険課，
 需給調整事業課，外国人雇用対策課，
 労働市場センター業務室

高齢・障害者雇用対策部  企画課，高齢者雇用対策課，障害者対策課

職業能力開 発局・・・・・・・・・・労働者の能力開発
 総務課，能力開発課，育成支援課，能力評価課，
 海外協力課

雇用均等・児童家庭局・・・・・・・・・・仕事と家庭の両立支援，少子化対策
 総務課，雇用均等政策課，職業家庭両立課，
 短時間・在宅労働課，家庭福祉課，育成環境課，
 保育課，母子保健課

政 策 統 括 官  社会保障担当参事官室，労働政策担当参事官室，
 労政担当参事官室，労使関係担当参事官室，
 政策評価官室

地 方 支 分 部 局
（24,000人）

施 設 等 機 関 研究所等 国立医薬品食品衛生研究所，国立保健医療科学院，国立社会保障・人口問題研究所，国立感染症研究所

（11,000人） 国立がんセンター，国立循環器病センター，国立精神・神経センター，国立国際医療センター，

国立成育医療センター，国立長寿医療センター，国立ハンセン病療養所

検疫所

更正援護機関

社会保険庁 （地方支分部局） 地方社会保険事務局

（施設等機関） 社会保険大学校，社会保険業務センター

外 局 （内部部局） 総務部　　総務課，職員課，経理課

（14,000人） 運営部　　企画部，サービス推進課，年金保健課

中央労働委員会 事務局 総務課，審査課，調整一課，調整二課，調整三課，審査総括官

地方事務局

審 議 会 等

独 立 行 政 法 人 雇用・能力開発機構など14の独立行政法人
（70,000人）

関 連 公 益 法 人 約7,500の公益法人 註：数字は日経新聞2008.7.19を参照 
（不　　明）

国立児童自立支援施設，国立光明寮，国立保養所，国立知的障害児施設，国立障害者リハビリテーションセンター

国立病院等

がん対策推進協議会，中央最低賃金審議会，労働保険審査会，中央社会保険医療協議会，社会保険審査会，

社会保障審諸会，厚生科学審議会，労働政策審議会，医道審議会，薬事・食品衛生審議会，独立行政法人評価委員会，

地方厚生(支)局，都道府県労働局


